
給付金：1,500千円／年

最長2年
（研修を受けている期間の生活費）

※45歳以上：県 45歳未満：国

独立型（労働対価）
188～282千円／月
研修期間：最長3年間

雇用
（社員）

国の収入安定事業
・過去5年間の中庸3年間平均を基準額とし、
基準額の7.5%～36％の範囲で減収分を補填

研修開始前 1年目

独立1～3年目（5～7年目）

2年目～4年目

※

※

独立4年目以降（8年目以降）

漁業研修（研修生 自らの水揚無し）

独立後（組合員 自らの水揚有り）

対象：移住者（Ｕ・Ｉターン者）

家賃補助：20千円／月 ※最長2年

令和３年３月
水産振興課

漁業技術の高度化、所得向上のための経営
多角化を支援（独立後のフォローアップ研修）

独立漁業就業者に対して
1,500千円／年を交付

期間は独立後の３年間

・漁船、漁労機器取得支援
※オーダーメイド型補助金

県1/3（最大2,000千円）
市町1/6

事業者負担1/2

Ｒ３予算：オーダーメイド型補助金

水産高校週末
漁業者事業

高校生等学生の漁業
就業体験（アルバイト）

を支援
５経営体×５人×５日

対象：水産高校生 等

・漁業研修・移住体験
定置網、底曳き網 等
2週間程度実施

漁業研修体験

滞在費：市町
168千円／人

地域おこし協力隊インターン制度

※特別交付税措置

上限100千円／人
（転居費用 等）

県負担1/2、市町1/2

対象：転居を伴う研修予定者

研修準備
支援金

就業準備支援（準備研修）

研修期間生活基盤整備支援金

雇用型（賃金）
94～141千円／月
研修期間：1年以下

長期研修

独立支援 経営安定化支援事業
漁業共済・積立ぷらす

漁業技術高度化研修

＜現状・課題＞
・転居費用や移動手段の確保等、研修開始時の初期投資費用による断念（Ｕ・Iターン者、水産高校生卒業生）
・近年の漁獲量・水揚げ額の減少により、独立経営を開始した漁業者が初年度から不漁となり、経営に苦労する新規独立経営者が増加

＜対策のポイント＞
●漁業就業希望者・水産高校卒業生に対し、本県での漁業研修を開始するにあたっての初期投資、研修期間中の生活基盤の支援
●新規独立漁業者の所得補償、独立後の新たな技術の習得、技術継承のための研修
目標 ：年間２０名の新規就業者を確保

漁業就業者確保・育成総合支援対策事業費

県負担1/2、市町1/2

漁業就業動機づけ・決断期

黄土色：県単
青色：国庫（水産庁）：
桃色：市町（総務省）

概要



【新規】水産業成長産業化支援事業費

予算額（当初）：25,352千円
概 要

背景／課題 事業スキーム事業内容

事業期間：令和３ ～ ６年度

○海面漁業の成長産業化や内水面漁業・養殖業の振興等に向けた、漁業者等の多様な
チャレンジを応援するためのオーダーメイド型支援

問い合わせ先

■担当課 ： 水産振興課
水産業成長産業化担当

■電 話 ： 023-630-3330

漁業の担い手の減少や気候変動等によ

る漁場環境の変化、水産資源の減少等に

より、漁業とこれを支える地域を取り巻

く環境は厳しさを増している

・海面漁業の経営体及び漁業就業者数

の減少及び高齢化

・内水面漁業協同組合の組合員数の減

少

・水産物の魚価の低下傾向

・新型コロナウイルス感染症の拡大に

よる水産物の消費量の減少等

水産振興計画に掲げる基本的な方針に沿った漁業者
や水産業関係者による水産振興に効果が高い取組みを

支援する

＜水産振興計画に掲げる基本的な方針＞

① 持続可能な海面漁業の生産基盤整備

② 海面漁業の成長産業化に向けた経営基盤強化

③ 持続可能な内水面漁業・養殖業の振興

④ 県産水産物の利用拡大

⑤ 安全・安心で健全な水域環境の確保と活用

＜補助制度の考え方＞

▶ 要綱・要領等により、補助対象等を詳細に規定する

ことなく、本県の水産振興に資する効果的な取組み

を支援の対象とする

＜補助率の考え方＞
▶ 国庫補助制度の活用や市町村との連携により、以下

のとおり補助率を設定

・国庫補助制度を活用できる場合
生産者団体、漁業者等：国 1/2、県 2/10、市町村 1/10

・国庫補助制度を活用できない場合
生産者団体、漁業者等 ：県 1/3、市町村 1/6
民間企業（加工・流通等）：県 2/10、市町村 1/10

＜審査の考え方＞

▶ 外部有識者の知見を活かし、本県の水産振興に

効果の高い事業を優先的に採択する

▶ ＨＰ等で審査結果を公表することにより、透明

性を確保する

＜審査委員（案）＞

有識者、流通関係者、水産庁ＯＢなど

事業目標

・経営体当たりの海面漁業生産額 Ｈ30(現状)   695万円 ⇒ Ｒ６(目標)    850万円〔1.2倍〕
・漁業者・漁協等による水産加工品の付加価値額

Ｈ30(現状) 5,400万円 ⇒ Ｒ６(目標) 11,000万円〔２倍〕

水揚げのライブ配信

ニジサクラの生産拡大

＜取組み例＞

地方創生関連交付金活用事業

漁業者等 市町村

各総合支庁
地域コーディネーター

審査会

県計画

相談

計画

結果結果

公表（HP等）

「水産振興条例」の制定と「水産振興計

画」の策定を契機として、県、市町村、

漁業者、漁協等関係団体、水産加工・流

通業者が一体となって、本県の水産業を

持続し成長する魅力ある産業にしていく

とともに、漁村及び内水面漁業地域の振

興を図る
蓄養
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